くろのす訪問看護ステーション

利用契約書
□指定居宅サービス事業所（訪問看護）
□指定居宅サービス事業所（介護予防訪問看護）
□訪問看護事業所
　　　　
重要事項説明書
個人情報使用同意書
利用契約書

重要事項説明書
□指定居宅サービス事業所（訪問看護）

　　　　　　　　　　　□指定居宅サービス事業所（介護予防訪問看護）

　　　　　　　　　　　□訪問看護事業所
当事業所は利用契約書および介護保険法令、健康保険法令の主旨に従って、定められた必要な看護サービスを提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容等ご注意いただきたいことを次の通り説明します。
本重要事項説明書は、ＳＳＢ株式会社くろのす訪問間看護ステーション（以下「事業者」という）との訪問看護・介護予防訪問看護サービス利用契約を締結される方（以下「利用者」という）に対して、事業者や事業者の設置する事業所（以下「事業所」という）の概要や事業所が提供するサービスの内容、また、サービスを利用する上での留意事項を説明するものです。

１．事業者の概要

	名称
	ＳＳＢ株式会社

	所在地
	北海道旭川市緑が丘３条３丁目１番地の２

	法人種別
	株式会社

	代表取締役
	本間　健司

	電話番号
	０１６６－７６－４９０３


２．事業所の概要

	事業所の名称
	くろのす訪問看護ステーション

	事業の種類
	指定訪問看護サービス

	指定事業所番号
	０１６２９９０７１７

	所在地
	北海道旭川市緑が丘３条３丁目１番地の２

	管理者氏名
	増澤　円

	電話番号
	０１６６－７３－７７１０

	FAX番号
	０１６６－７６－４９０４


３．事業の目的と運営方針

	事業の目的
	指定訪問看護は、利用者が要介護状態になった場合においても、可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援し、生活機能の維持又は向上を目指すものとします。

	運営方針
	(1)本事業において提供する訪問看護は、介護保険法、健康保険法並びに関係する厚生省令、告示の趣旨及び内容に添ったものとします。
(2)利用者の要介護状態の軽減もしくは悪化の防止に資するよう、療養上の目的を設定し計画的に行います。

(3)事業者は、自ら提供する指定訪問看護の質の評価を行い、常にその改善を図るものとします。


４．事業所の営業日及び営業時間

	営業日
	月曜日から金曜日まで
但し、１２月３０日から１月３日までを除く

	営業時間
	午前８時半から午後５時半まで

	備考
	上記の営業日及び営業時間以外も、必要に応じ利用者への訪問看護・介護予防訪問看護を行います。
又、２４時間対応体制をとっています。


５．事業所の事業の実施地域
	通常の事業実施地域
	旭川市全域


６．事業所の職員の体制

	職種
	区分
	業務内容

	
	常勤
	非常勤
	

	管理者看護師
	１名
	
	サービス提供管理

訪問看護・介護予防訪問看護サービス提供

	看護師
	　名

	
	訪問看護・介護予防訪問看護サービス提供


	非常勤看護師
	
	　名
	訪問看護・介護予防訪問看護サービス提供

	作業療法士
	　名
	
	訪問看護・介護予防訪問看護サービス

(リハビリテーション)提供


７．事業所が提供するサービスの内容

(1)訪問看護・介護予防訪問看護サービスは、主治医の指示書に基づき、以下に示すサービス内容から訪問看護計画を作成します。

(2)訪問看護計画書は、毎月作成し利用者の状態に応じ、看護計画の見直しを行います。介護保険でご利用の場合、利用者及びそのご家族に説明、同意を頂くとともに１部利用者に交付します。
＜サービス内容＞

　【健康相談】

　　◇健康チェックと助言（血圧、脈拍、呼吸、体温など）

　　◇特別な病状の観察と助言

　　◇心の健康のチェックと助言

　【日常生活の看護】

　　◇清潔のケア

　　◇食生活の援助

　　◇排泄のケア

　　◇寝たきり、床ずれ予防の為のケア

　　◇コミュニケーションの援助

　　◇終末期のケア

　【在宅リハビリテーション看護】

　　◇体位交換、関節などの運動

　　◇日常生活動作のための訓練（食事･排泄･移動･入浴・歩行など）

　　◇日常生活用具（ベット・ポータブルトイレ･車椅子･杖など）の利用助言

　【精神･心理的な看護】

　　◇不安定な精神、心理状態の看護

　　◇生活リズムのとり方、日常生活自立の支援

　　◇社会生活への復帰援助

　　◇事故防止のケア
【認知症の看護】

　　◇認知症のケアと相談援助

　　◇生活リズムのとり方

　　◇状態進行を予防するケア

　　◇事故防止のケア

　【検査･治療促進の為の看護】

　　◇慢性疾患、急性期疾患の看護と療養生活の相談･援助

　　◇床ずれ、その他傷の処置

　　◇留置カテーテル・胃瘻・中心静脈栄養･その他医療機器の管理

　　◇服薬指導、管理　　

◇かかりつけの医師の指示による処置・検査

【介護者の相談】

◇病状、介護、日常生活に関する相談･助言

　　◇精神的支援

　【社会的資源等の相談】

　　◇市町村の在宅ケア資源

　　◇保健、医療、福祉、看護、介護等の資源

　　◇関係機関（介護支援専門員など）との連携

　

８．サービス利用料金　
（１）利用料　　別紙参照
（２）訪問看護指示書料

　　　主治医の属する医療機関に於いて訪問看護指示書料（ 300円・600円・900円 ）がかかりま
す。

（３）解約料・キャンセル料

　　利用者様は契約を解約することができ、一切料金はかかりません。

　　予定されていた訪問が事前の申し出により中止になった場合のキャンセル料は頂きません。

９．サービス利用料金のお支払い方法

　　○　前項のサービス利用料金は、１ヶ月毎に計算します。

○　毎月７日を目安に前月分の請求を致しますので翌月１５日までにお支払いください。
　お支払いいただきますと、領収書を発行いたします。　
○　お支払い方法は現金での集金または口座への振り込みとなります。
　　
旭川信用金庫　緑が丘支店
「支店」０２６　　「番号」０４６５３４３　　「名前」ＳＳＢ　（カ 
    ※上記以外の支払い方法をご希望の場合は、お申し出ください。
10．サービスを提供するにあたっての留意事項

（１）訪問看護師について

　　　訪問看護・介護予防訪問看護サービスを提供するにあたり、利用者の心身の状況を踏まえて複数の看護師及び療法士で対応いたします。サービスを受ける上で、不都合が生じた場合はご相談させていただきます。
（２）備品等の使用

訪問看護・介護予防訪問看護サービスを提供する上で必要な備品等（水道･電気･ガス等）は無償で使用させていただきます。また、療養上必要とする物品についても保険適応外の物については自己購入をして頂く場合があります。

（３）看護師・療法士の禁止行為

（事業所の看護師・療法士は、サービスの提供にあたって、以下の行為は致しません）

1 看護師等は年金の管理、金銭の貸借などの金銭の取り扱いは出来ません。

2 看護師等は介護保険、健康保険上、利用者の心身の機能の維持回復のために療養上の世話や診療の補助を行う事とされています。それ以外の業務（食事、清掃等の家事）をすることは出来ません。

3 看護師等に対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。

4 利用者またはその家族に対しての宗教活動、政治活動、営利活動は行いません。

(４) サービスの終了について

　　①利用者様のご都合でサービスを終了される場合

　　　　事前の申し入れによりいつでも解約できます。

　　②当事業所の都合でサービスを終了させて頂く場合

　　　　人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がございま
す。
　　　　その場合は、終了1カ月前までに文書で通知するとともに、地域の他の訪問看護ステーションをご紹介いたします。　　
③自動終了

　　　以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了します。

1） 利用者様が介護保険施設に入所された場合

2） 医療機関への入院等で３ヶ月間ご利用がない場合

3） 介護保険給付でサービスを受けていた利用者様の要介護認定区分が、非該当（自立）と認定された場合

4） 利用者様がお亡くなりになった場合

④その他

　　　　利用者様やご家族などが当事業所や職員に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座にサービスを終了させていただく場合がございます。

11．守秘義務

(1)当事業所の従業者は、正当な理由がなくその業務上知り得たご利用者様及びご家族の秘密を

漏らしません。

(2)当事業所の従業者であった者は、正当な理由なくその業務上知り得たご利用者様及びご家族
　の秘密を漏らしません。

(3)当事業所では、個人情報保護法に基づいて個人情報保護方針を掲げ、ご利用者様及びご家族
の個人情報の使用をご利用者様及びご家族の同意を得、法人内・外での利用目的に則り、慎重

且つ安全に利用いたします。
12．事故発生時の対応

(1)事業所の看護師等は、サービスの提供中に事故が生じた場合には、速やかに事業所の管理者
及び利用者の家族に連絡し状況を説明します。

(2)事業所の管理者は、事故発生時対応マニュアル及び内部規則に基づき、応急処置、医療機関
への受診等必要な措置をとります。

(3)事業所は、事故の状況及びその事故に対してとった措置を記録に残し、事業者に報告します。

重篤な事故の場合には、市町村等の行政機関への報告も行います。

(4)事業所は、事故の原因を解明し再発の防止に努めます。

(5)事業所の責に帰すべき事由により利用者やその家族等に損害が生じた場合には、事業者はそ
の損害を賠償します。

13．緊急時の対応

　   事業所の看護師等は、サービスの提供中に利用者の心身の状態の急変またはその他緊急事態が生じた場合は、事業所の管理者及び主治医と連絡をとり、適切な措置を講じます。また、ご家族へのご連絡も同時に行います。
14．相談及び苦情の受付
　(1)事業所の相談苦情受付窓口

　　　サービスについてのご相談や苦情、ご意見、利用料のお支払いや各種手続きに関するご相談は

以下の窓口にて受付します。
	相談苦情

担当者
	管理者　　増澤　円

	受付時間
	毎週月曜日から金曜日（休業日を除く）
午前8時30分から午後5時30分まで

＊但し緊急時はその限りではありません。

	電話番号
	０１６６－７３－７７１０

	FAX番号
	０１６６－７６－４９０４


　(2)行政機関その他苦情受付機関

当事業所以外に市町村の相談・苦情窓口、北海道国民健康保険連合会等に苦情を伝えることがで
きます。

	介護

旭川市福祉保険部
長寿社会課
	所在地　　　旭川市6条通り9丁目　　旭川市総合庁舎2階
電話番号　　0166-25-9797

受付時間　　午前8時45分から午後5時15分まで

	医療

旭川市保健所
保健総務課
	所在地　　　旭川市７条通10丁目第二庁舎　５階

電話番号　　0166-26-1111（内線2944）

受付時間　　午前8時45分から午後5時15分まで

	上川保健福祉事務所
保健環境部
	所在地　　　旭川市永山6条19丁目1番1号　　上川合同庁舎
電話番号　　0166-46-4982

受付時間　　午前8時45分から午後5時30分まで

	北海道国民健康保険
団体連合会
	所在地　　　札幌市中央区西14丁目　　　国保会館
電話番号　　011-231-5161

受付時間　　午前9時00分から午後5時00分まで


重要事項説明書別紙－1
○サービス利用料金　
（1）利用料　　　健康保険適用　　(償還払いの場合10割)かかります。
	
	利用者負担金　

	
	（自己負担10割）
	（自己負担１割）
	（自己負担3割）

	看護師
	週３日目まで
	５，５５０円
	５５５円
	１，６６０円

	
	週４日目以降
	６，５５０円
	６５５円
	１，９６５円

	看護師
同一日に3人以上
	週3日目まで
	２，７８０円
	２７８円
	８３４円

	
	週4日目以降
	３，２８０円
	３２８円
	９８４円

	療法士
	週3日目まで看護師に準じる。

	療法士
同一日に３人以上
	
	２，７８０円
	２７８円
	８３４円


	
	利用者負担金　

	
	（自己負担10割）
	（自己負担1割）
	（自己負担3割）

	訪問看護管理療養費
	月の初日
	７，４４０円
	７４４円
	３，２３０円

	
	月の２日以降
	３，０００円
	３００円
	９００円


【加算】
	
	利用者負担金　

	
	（自己負担10割）
	（自己負担１割）
	（自己負担3割）

	24時間対応体制加算
	＊６，４００円
	６４０円
	１，９２０円

	サービス提供体制加算
	６０円
	６円
	１８円

	特別管理加算Ⅰ
	＊５，０００円
	５００円
	１，５００円

	特別管理加算Ⅱ
*月に１回加算
	＊２，５００円
	２５０円
	７５０円

	緊急訪問看護加算
	２，６５０円
	２６５円
	７９５円

	長時間訪問看護加算
	２，６５０円
	２６５円
	７９５円

	複数名訪問看護加算
	４，５００円
	４５０円
	１，３５０円

	夜間・早朝訪問看護加算
	２，１００円
	２１０円
	６３０円

	深夜訪問看護加算
	４，２００円
	４１０円
	１，２３０円

	ターミナルケア加算
	２５，０００円
	２，５００円
	７，５００円


重要事項説明書別紙－2
○　料金

　・訪問看護・介護予防訪問看護サービス利用料は以下のようになっています。　　　　　
【　介護　】
	サービスの内容
　　　　　　　１回あたりの所要時間
	利用者負担金　

	
	（自己負担10割）
	（自己負担１割）
	（自己負担２割）

	看護師　３０分未満
	４，７００円
	４７０円
	９４０円

	　　　　３０分以上６０分未満
	８，２１０円
	８２１円
	１，６４２円

	　　　　６０分以上９０分未満
	１１，２５０円
	１，１２５円
	２，２５０円

	２０分未満
	２，６５０円
	２６５円
	７９５円

	療法士　20分未満
*20分を1回とし週6回まで
	２，９３０円
	２９３円
	５８６円


　<加算>
	サービスの内容
　　　　　　　１回あたりの所要時間
	利用者負担金　

	
	（自己負担10割）
	（自己負担１割）
	（自己負担２割）

	早朝・夜間加算　
	２５％増

	深夜加算
	５０％増

	緊急時訪問看護加算
*１か月につき１回
	５，７４０円
	５７４円
	１，１４８円

	特別管理加算Ⅰ*１か月につき１回
	５，０００円
	５００円
	１，０００円

	特別管理加算Ⅱ*１か月につき１回
	２，５００円
	２５０円
	５００円

	ターミナルケア加算
	２０，０００円
	２，０００円
	４，０００円

	サービス提供体制加算Ⅰ
	６０円
	6円
	１２円

	サービス提供体制加算Ⅱ
	３０円
	３円
	6円

	退院時共同指導加算　*１回のみ
	６，０００円
	６００円
	１，２００円


【　予防　】

	サービスの内容
　　　　　　　１回あたりの所要時間
	利用者負担金　

	
	（自己負担10割）
	（自己負担１割）
	（自己負担２割）

	看護師　３０分未満
	４，５００円
	４５０円
	９００円

	　　　　３０分以上６０分未満
	７，９２０円
	７９２円
	１，５８４円

	　　　　６０分以上９０分未満
	１０，８７０円
	１，０８７円
	２，１７４円

	２０分未満
	３，０２０円
	３０２円
	６０４円

	療法士　20分未満
*20分を1回とし週6回まで
	２，８３０円
	２８３円
	５６６円


<加算>
	サービスの内容
　　　　　　　１回あたりの所要時間
	利用者負担金　

	
	（自己負担10割）
	（自己負担１割）
	（自己負担２割）

	早朝・夜間加算　
	２５％増

	深夜加算
	５０％増

	緊急時訪問看護加算
*１か月につき１回
	５，７４０円
	５７４円
	１，１４８円

	特別管理加算Ⅰ*１か月につき1回
	５，０００円
	５００円
	１，０００円

	特別管理加算Ⅱ*１か月につき１回
	２，５００円
	２５０円
	５００円

	ターミナルケア加算
	２０，０００円
	２，０００円
	４，０００円

	サービス提供体制加算Ⅰ
	６０円
	6円
	１２円

	サービス提供体制加算Ⅱ
	３０円
	３円
	6円

	退院時共同指導加算　*１回のみ
	６，０００円
	６００円
	１，２００円


　
個人情報使用同意書
私（利用者さま及びそのご家族さま）は、貴事業所からの訪問看護・介護予防訪問看護サービスの提供を受けるにあたり、後述の個人情報保護方針及び個人情報の利用目的についての説明を受けました。これらに基づき、貴事業所が私及び私の家族の個人情報を必要最低限の範囲で使用することに同意します。
ＳＳＢ株式会社　　個人情報保護方針
当法人は、個人の権利・利益を保護するために、個人情報を適切に管理することを社会的責務と考えます。個人情報保護に関する方針を以下のとおり定め、職員及び関係者に周知徹底を図り、これまで以上に個人情報保護に努めます。
１．個人情報の収集・利用・提供

個人情報を保護・管理する体制を確立し、適切な個人情報の収集、利用および提供に関する内部規則を定め、これを遵守します。
２．個人情報の安全対策

個人情報への不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざんおよび漏洩などに関する万全の予防措置を講じます。万一の問題発生時には速やかな是正対策を実施します。
３．個人情報の確認・訂正・利用停止

当該本人（患者様）等からの内容の確認・訂正あるいは利用停止を求められた場合には、別に定める内部規則により、調査の上適切に対応します。

４．個人情報に関する法令・規範の遵守

個人情報に関する法令およびその他の規範を遵守します。

５．教育および継続的改善

個人情報保護体制を適切に維持するため、職員の教育・研修を徹底し、内部規則を継続的に見直し、改善します。

＜個人情報に関する相談窓口＞

　　○　個人情報保護相談窓口

　　　　　電話番号　　０１６６－７３－７７１０

　　　　　受付時間　　月曜日から金曜日（年末年始を除く）　

午前８時３０分からから午後５時３０分まで

　　　　　担当者名　　ＳＳＢ株式会社　くろのす訪問看護ステーション　増澤　円

　　　　　住　　所　　〒078-8303 北海道旭川市緑が丘3条3丁目1番地の2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＳＳＢ株式会社
代表取締役　　　本間　健司
利用者様の個人情報利用目的
１．個人情報の定義
　　当事業所でいう「個人情報」とは、事業を運営するうえで知り得た利用者及びそのご家族等の情報であり、特定の個人が識別される、または識別され得る情報を指します。具体的には以下の項目を指します。　
· 住所、氏名、生年月日及び性別
· 健康状態および病歴
· 家族構成および家族の財産状況
· その他、利用者やそのご家族の個人に関わる一切の情報
２．個人情報の利用目的
　〇利用者への訪問看護サービスを提供するうえでの利用
　　①　訪問看護計画の作成または変更のため
　　②　利用者のご家族等への連絡のため
　　③　利用者への訪問看護サービス向上のため
　　④　会計・経理のため
　　⑤　事業所内での事例検討、苦情や事故の分析および改善のため
　　⑥　学会、研究会等での事例研究発表のため
　〇他事業所等との連携を図るうえでの利用
　　①　利用者を担当する他の保健医療・福祉サービス事業者および市町村との連携、照会へ回答
のため
　　②　利用者を担当する医師との連絡・報告のため
　　③　利用者を担当する介護支援専門員との連絡調整のため
　　④　実習を受け入れたときの実習生への情報提供のため
　
　〇行政機関等への対応をするうえでの利用
　　①　行政機関への必要な文書等の提出および調査等の回答のため
　　②　行政機関からの実地指導または監査のときの情報提供のため
　　③　行政機関への事故報告のため
　　④　第三者評価機関による審査を受けるときの情報提供のため
　〇介護給付費の請求をするうえでの利用
　　①　審査支払機関または保険者へのレセプトの提出の為
　　②　審査支払機関または保険者からの照会へ回答のため
　〇損害賠償等を請求するうえでの利用
　　①　損害賠償等にかかる、保険会社および弁護士他の専門の者への相談または届出等のため
同　意　書
１、重要事項および個人情報の取り扱いについて説明を受け、これを承認し又、サービス担当者会議等において、私の個人情報を必要最低限の範囲において用いる事について同意します。
２、２４時間対応体制加算について説明を受け、これを承認します。
３、特別管理加算Ⅰ・Ⅱについて説明を受け、これを承認し同意します。

４、退院時共同指導加算・特別管理指導換算・退院支援指導加算

情報提供加算について説明を受け、これを承認し同意します。

５、在宅患者連携指導加算・在宅患者緊急時等カンファレンス加算

　　について説明を受け、これを承認し同意します。

６、ターミナルケア加算について説明を受け、これを承認します。

　　加算の是非については、私の状態に応じ協議し決定する事に同意します。

７、訪問看護サービスにおいてリハビリテーションを中心としたサービスに対して、看護師の代わりに療法士の訪問について承認し同意します。

利用契約書
□指定居宅サービス事業所（訪問看護）

　　　　　　　　　　　□指定居宅サービス事業所（介護予防訪問看護）

　　　　　　　　　　　□訪問看護事業所
　　　　　　　　　　　　　　様（以下、「利用者」といいます）とＳＳＢ株式会社くろのす訪問看護ステーション（以下、「事業者」といいます）は、事業者が利用者に対して行う訪問看護・介護予防訪問看護サービスについて、次のとおり契約します。

第一章（総則）

第1条（契約の目的）

事業者は、介護保険法令、健康保険法令及びこの契約に従い、利用者が可能な限りその居宅において心身の特性を踏まえて生活機能の維持又は向上を図るとともに、生活の質の確保を重視した在宅療養ができるような訪問看護サービスを提供します。
第２条（契約期間）

①　この契約の契約期間は　　　年　　月　　日から利用者の要介護認定の有効期間満了日又は、利用者の状態における終了及び停止の申し出があるまで継続します。
②　契約満了の2週間前までに、利用者から事業者に対して、文書又は口頭による契約終了の申出がない場合、契約は自動更新されるものとします。

第３条（サービス指示書及び計画作成）

1 事業者は、利用者の主治医より訪問看護指示書を受けます。

2 事業者は、訪問看護指示書及び介護支援専門員の立案した居宅介護サービス計画をもとに、利用者及び家族と相談の上、看護及びリハビリ計画を立案します。

3 事業者は看護計画に基づき、看護師あるいは作業療法士、理学療法士によるサービスを提供します。

4 看護処置に対しての必要な物品･薬はかかりつけ医より提供していただきますが、かかりつけ医より提供されず必要と思われる物品に関しては購入して頂く場合もあります。

5 事業者が提供する訪問看護・介護予防訪問看護サービスのうち、介護保険、医療保険の適応を受けない場合には、そのサービス内容及び利用に対する充分な説明を行い、利用者及び家族の同意を得ます。

第４条（訪問看護・介護予防訪問看護サービス）

1 事業者は、居宅支援事業者「以下（支援事業者）」が開催するサービス担当者会議を通じて利用者の心身の状況、置かれている環境、主治医との連絡調整をし、保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況を把握する様努めます。

2 事業者は、利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介護状態となることの予防に資するよう、訪問看護・介護予防訪問看護サービスの目標を設定し、訪問看護計画に基づき計画的に行います。

3 事業者は、提供する訪問看護・介護予防訪問看護サービスの質の評価を行い、常にその改善を図るよう努力するとともに、医学の進歩に応じて適切な看護技術をもって訪問看護・介護予防訪問看護サービスの提供を行います。

4 事業者は、利用者の介護保険被保険者証に認定審査会意見が記載されている場合、この意見に配慮してサービスの提供を行います。

5 事業者は、利用者の主治医と密接かつ適切な連携をとり、訪問看護計画書及び訪問看護報告書を定期的に主治医に提出します。

6 事業者は、常に利用者の立場に立って親切丁寧に訪問看護サービスを提供し、利用者及び家族に対し、訪問看護・介護予防訪問看護サービスの提供方法についてわかりやすく説明します。

第５条（居宅介護支援事業者等との連携）

　　　事業者は、利用者に対して訪問看護・介護予防訪問看護サービスを提供するにあたり、支援事業者及びそのほか保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。
第６条（訪問看護・介護予防訪問介護の提供記録）

1 事業者は、利用者に対して訪問看護・介護予防訪問看護サービスを提供する毎に当該サービスの提供日、内容及び介護保険、健康保険から支払われる報酬等の必要事項を事業者が作成する所定の書面に記載します。

2 事業者は、利用者に対する訪問看護・介護予防訪問看護サービス提供に関する記録を整理し、終了から２年間保管します。

3 利用者は、事業者に対しいつでも①に規定する書面、その他利用者に対する訪問看護・介護予防訪問看護サービスの提供に関する記録の閲覧を求める事ができます。

但し、謄写に際して事業者は利用者に対して実費相当額を請求できるものとします。

第二章（サービス利用料金と支払い）

第７条（利用料について）

1 事業者が提供する訪問看護・介護予防訪問看護サービスの利用単位毎の利用料及びその他の費用は、介護保険法令、健康保険法令に定める所とします。料金規定は【重要事項別紙】の通りです。

2 利用者は提供を受ける訪問看護・介護予防訪問看護サービスが介護保険、健康保険の適応を受ける場合、利用者は事業者に対し、原則として、介護保険負担割合証及び健康保険証に記載された負担割合額を支払います。但し、法令に基づいて利用者が保険給付を償還払い（一旦利用者が事業者に対し全額を支払い、その後利用者は市町村にから払い戻しを受ける方法）の方法で受ける場合には、事業者に対し利用料の全額を一旦払います。

3 利用者が、事業者が提供する訪問看護・介護予防訪問看護サービスを利用者が利用する事業所の通常の事業実施区域外にある利用者の居宅で受ける場合の交通費は頂きません。
4 事業者は、利用者に対し毎月７日までに前月のサービスの提供回数、サービス内容、利用料等の内訳を記載した利用明細書を作成し、併せて請求書とします。領収書には、サービスの提供日･サービス内容･利用料等の内訳を明示いたします。

5 利用者は、事業者に対し前月の利用料を翌月１５日までに支払います。
不都合が生じた場合には相談いたします。

6 事業者は、利用者から利用料等の支払いを受けたときは、利用者に対し領収書を発行します。領収書には、事業所が提供する各種のサービスごとの保険給付の対象となるものと対象外との区別、領収金額の内訳を表示します。
第８条（保険給付のための請求のための証明書の発行）

1 事業者は、利用者に対して提供した訪問看護・介護予防訪問看護サービスについて、利用者から利用料の全額の支払いを受けた場合、利用者から求められた時は、利用者に対しサービス提供証明書を発行します。

2 サービス提供証明書には、提供した訪問看護・介護予防訪問看護サービスの種類、内容、利用単位、費用などを記載します。

第三章（事業者の義務）

第９条（秘密保持）

①　事業者は、利用者に対する訪問看護・介護予防訪問看護サービスの提供をする上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。

②　事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、

　　利用者の個人情報を用いません。

③　事業者は、利用者の家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等におい
て、当該家族の個人情報を用いません。
第10条（賠償責任）

事業者は、サービス提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償します。
但し、利用者に故意又は過失が認められる場合か、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場合には、損害賠償責任を減じることができるものとします。

第11条（緊急時の対応）

①　事業者は、訪問看護・介護予防訪問看護サービス提供中に利用者の病状の変化が生じた場合、緊急事態が生じた時必要に応じて、臨時応急の手当てをし、速やかに主治医に連絡し適切な処置を行うこととします。

②　事業者は、前項についてしかるべき処置をした場合は、速やかに管理者及び主治医に報告します。

第12条（身分証の携帯義務）

　　事業者は、常に身分証を携帯し、初回訪問及び利用者や利用者の家族から提示を求められた時は、いつでも身分を提示します。
第13条（相談・苦情対応）

①　事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、提供された訪問看護・介護予防訪問看護サービスに関する利用者の要望、苦情等に対し、迅速かつ適切に対応します。

②　利用者は、介護保険法令、健康保険法令に従い、市町村及び国民健康保険団体連合会等の苦情申し立て機関に苦情を申し立てることが出来ます。

③　事業者は、利用者が①又は②項の苦情申し立てを行った場合、これを理由として利用者に対して何らの差別待遇もいたしません。

④　事業者は、利用者から提供した訪問看護・介護予防訪問看護サービスについて、利用者又は利用者の家族から苦情の申し出があった場合は、迅速に適切に対処しサービスの向上、改善に努めます。

第14条（善管注意義務）

事業者は、利用者より委託された業務を行うにあたっては、法令を遵守し、善良なる管理者の注意をもってその業務を遂行します。

第四章（サービスの停止）

　　　事業者は、利用者が、正当な理由なく事業者に支払うべき利用料を１ヶ月以上滞納した場合において、事業者が利用者に対して１ヶ月以内に滞納額を支払うよう催告したにもかかわらず金額の支払いがないとき、事業者は利用者の健康･生命に支障がない限り、全額の支払いがあるまで利用者に対する訪問看護・介護予防訪問看護サービスの全部又は一部の提供を一時停止することができます。

第五章（契約の終了）

第15条（契約の終了）

　次の各項のいずれかに該当する場合には、この契約は終了します。

1 利用者が死亡したとき

2 利用者から契約の解除の意思表示がなされたとき

3 事業者から契約の解除の意思表示がなされたとき

4 利用者が介護保険施設へ入所した場合

5 利用者が医療機関に入院し、サービスの提供が困難と判断された時（医師、家族が判断したとき）

6 最終訪問日より起算して、3ヶ月サービス利用がない場合は契約を終了します。

7 利用者の要介護認定区分が非該当（自立）と認定された場合

⑧　利用者との契約が終了する時には、終了届を提出します。
第16条（契約の解約権）

　　利用者は、事業者に対しいつでもこの契約の解除を申し出ることができます。この場合には予告期間（14日間）をもつものとし、予告期間終了時に契約は終了されます。但し、利用者の身体状況に応じサービスは対応します。

第17条（事業者の解約権）

　①　事業者は、利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、事業者の再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、第1条に定めるこの訪問看護・介護予防訪問看護サービス利用契約の目的を達する事が不可能となった時、ただちにこの契約を解除することができます。

②　事業者は、第４章に定める処により事業者が、利用者に対し前項の一時停止の意思表示をした後、１週間後経過しても金額の支払いがない時、事業者は利用者の健康･生命に支障がない場合に限りこの利用契約を介助する事が出来ます。

第六章（その他）

第18条（本契約に定めのない事項）

①　利用者と事業者は、信義誠実をもって本契約を履行するものとします。

②　本契約に定めのない事項については、介護保険法令、健康保険法令その他諸法令の定めるところを遵守し、双方が誠意を持って協議のうえ定めます。

第19条（裁判管轄）

利用者と事業者は、本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者の住所地を管轄する裁判所を第一管轄裁判所とすることをあらかじめ合意します。

以上の通り、契約が成立したことを証明するために本書を２通作成し、利用者さまおよび事業者が記名押印のうえ、各自その１通を保有するものとします。
　なお、「重要事項説明書」「個人情報使用同意書」について下記の説明者より説明を受け、これに同意するとともにサービス提供開始についても同意致します。
契　約　者
　　年　　月　　日
	利　用　者　さ　ま
	私は、以上の契約の内容について説明を受け、内容を確認いたしました。
私は、この契約書で確認する指定（介護・予防）訪問看護の利用を申し込みます。

	
	住　所
	〒

	
	氏　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	電話番号
	
	FAX番号
	


【署名代行者】
私は、本人に代わり、上記署名を行いました。
私は、本人に契約意思を確認しました。
本人との関係　　　　　　
住　所　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　　　－　　－　　　FAX番号　　　－　　－　　　　
緊急時の連絡先　　　　－　　　－　　　　　
	事　業　者
	当事業者は、訪問看護事業として利用者さまの申し込みを受け、この契約書に定める各種サービスを誠実に責任をもって行います。

	
	所在地
	〒０７８－８３０３
北海道旭川市緑が丘３条３丁目１番地２　信宅ビル１F

　事業主　　  ＳＳＢ株式会社　
　代表取締役　本間　健司　　　印
　

指定訪問看護事業所　くろのす訪問看護ステーション
介護保険指定事業所番号： ０１６２９９０７１７
〒０７８－８３０３
北海道旭川市緑が丘３条３丁目１番地２　信宅ビル１F

	
	電話番号
	０１６６－７３－７７１０

	
	重要事項説明者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


　

ＳＳＢ株式会社
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